
税
務
を
企
業
評
判
リ
ス
ク
や
Ｅ
Ｓ
Ｇ
戦
略
と

直
結
す
る
「
経
営
課
題
」
に

欧
州
の
国
別
納
税
額
の
開
示
義
務
化
で

変
わ
る
日
本
企
業
の
対
応

ブ
ラ
ン
ズ
ウ
ィ
ッ
ク
・
グ
ル
ー
プ

パ
ー
ト
ナ
ー
（
パ
リ
）

パ
ス
カ
ル
・
サ
ン
タ
マ
ン

デ
ィ
レ
ク
タ
ー
（
東
京
）

宇
井
理
人

企
業
に
よ
る
納
税
を
巡
る
問
題
は
、
税
務
専
門
家
だ
け
が
取
り
扱
う
領
域
で
は
な
く
、「
政
治
化
」
が
進
ん

で
い
る
。
欧
州
の
パ
ブ
リ
ッ
ク
Ｃ
ｂ
Ｃ
Ｒ
を
は
じ
め
納
税
の
透
明
性
強
化
を
求
め
る
国
際
的
な
潮
流
が
強
ま

る
な
か
、
日
本
企
業
で
も
、
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
の
領
域
を
超
え
て
、
戦
略
的
に
税
務
に
関
す
る
ポ
リ
シ
ー

策
定
や
ス
ト
ー
リ
ー
構
築
を
行
い
、
能
動
的
に
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
を
行
っ
て
い
く
こ
と
が
重
要
に
な
る
。

政
治
化
が
進
む

企
業
納
税
を
取
り
巻
く
環
境

　

経
済
の
グ
ロ
ー
バ
ル
化
や
デ
ジ
タ

ル
化
が
進
展
す
る
な
か
、
国
際
課
税

を
巡
る
環
境
は
、
過
去
数
年
で
大
き

く
変
化
し
た
。
市
場
国
（
消
費
者
・

ユ
ー
ザ
ー
を
抱
え
る
国
）
に
物
理
的

な
拠
点
を
持
た
な
い
デ
ジ
タ
ル
企
業

や
、
多
国
籍
企
業
に
よ
る
タ
ッ
ク
ス

ヘ
イ
ブ
ン
を
活
用
し
た
課
税
逃
れ
へ

の
対
応
と
し
て
、
Ｇ
20
や
経
済
協
力

開
発
機
構
（
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
）
の
Ｂ
Ｅ
Ｐ

Ｓ
（
税
源
浸
食
と
利
益
移
転
）
プ
ロ

ジ
ェ
ク
ト
の
下
で
、
２
０
２
１
年
10

月
に
「
２
つ
の
柱
」
か
ら
成
る
国
際

課
税
ル
ー
ル
に
関
す
る
新
た
な
合
意

が
成
立
し
た
。
施
行
に
関
し
て
は
、

第
１
の
柱
（
市
場
国
へ
の
新
た
な
課

税
権
の
配
分
）
で
は
、
米
国
を
は
じ

め
と
し
て
多
国
間
条
約
の
締
結
や
国

内
法
の
整
備
が
難
航
し
て
い
る
一
方
、

第
２
の
柱
（
グ
ロ
ー
バ
ル
・
ミ
ニ
マ

ム
課
税
）
に
つ
い
て
は
、
日
本
を
含

む
主
要
国
で
税
制
改
正
が
行
わ
れ
、

24
年
度
か
ら
実
施
さ
れ
る
。

　

さ
ら
に
、
世
界
的
に
経
済
格
差
が

拡
大
し
、
社
会
の
分
断
が
深
刻
に
な

る
中
で
、
企
業
に
よ
る
納
税
を
巡
る

問
題
は
、
税
務
専
門
家
だ
け
が
取
り

扱
う
領
域
で
は
な
く
、「
政
治
化
」

が
進
ん
で
い
る
。
と
り
わ
け
欧
州
で

は
、
非
政
府
組
織
（
Ｎ
Ｇ
Ｏ
）
等
に

よ
る
租
税
正
義
（tax justice

）
の

実
現
を
掲
げ
る
活
動
が
政
治
的
に
大

き
な
影
響
力
を
発
揮
し
て
い
る
。
そ

の
た
め
、
グ
ロ
ー
バ
ル
に
活
動
す
る

多
国
籍
企
業
に
よ
る
国
際
的
な
タ
ッ
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欧州のパブリックＣｂＣＲの日本企業への影響と対応

ク
ス
プ
ラ
ン
ニ
ン
グ
に
対
し
て
は
、

各
国
の
税
務
当
局
の
み
な
ら
ず
、
市

民
社
会
全
体
か
ら
も
、
よ
り
厳
し
い

監
視
の
目
が
向
け
ら
れ
る
よ
う
に
な

っ
て
い
る
。

経
営
戦
略
に
お
い
て

重
要
性
を
増
す
税
務

　

租
税
回
避
行
為
に
関
す
る
一
連
の

機
密
文
書
と
し
て
世
間
を
騒
が
せ
た

「
パ
ナ
マ
文
書
」「
パ
ラ
ダ
イ
ス
文

書
」「
パ
ン
ド
ラ
文
書
」
の
例
を
持

ち
出
す
ま
で
も
な
く
、
度
重
な
る
脱

税
や
資
金
洗
浄
を
巡
る
ス
キ
ャ
ン
ダ

ル
は
、
当
然
の
こ
と
な
が
ら
企
業
の

評
判
を
著
し
く
棄
損
す
る
。
さ
ら
に
、

適
法
な
節
税
策
を
講
じ
た
と
し
て
も
、

ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
か
ら
行
き
過
ぎ

で
公
正
で
な
い
と
評
価
さ
れ
る
場
合
、

企
業
の
評
判
を
害
す
る
恐
れ
が
生
じ

る
。
そ
の
た
め
、
海
外
の
先
進
的
な

多
国
籍
企
業
で
は
、
税
務
を
、
取
締

役
や
Ｃ
ｘ
Ｏ
が
密
接
に
関
与
す
る
経

営
課
題
の
一
つ
と
位
置
付
け
る
よ
う

に
な
っ
て
い
る
。

　

特
に
「
株
主
」「
取
引
先
」「
従
業

員
」「
地
域
社
会
」
と
い
っ
た
自
社

を
取
り
巻
く
多
様
な
ス
テ
ー
ク
ホ
ル

ダ
ー
と
の
価
値
共
創
を
目
指
す
Ｅ
Ｓ

Ｇ
経
営
を
推
進
す
る
上
で
、
企
業
は
、

自
社
が
事
業
を
行
う
社
会
の
持
続
的

な
運
営
に
貢
献
す
る
こ
と
を
常
に
念

頭
に
置
き
な
が
ら
行
動
し
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
。
適
切
な
場
所
に
適
切
な

金
額
を
納
税
す
る
こ
と
に
加
え
て
、

そ
の
こ
と
に
対
す
る
社
会
的
な
期
待

も
明
確
に
意
識
す
る
必
要
が
あ
る
。

政
府
に
よ
る
環
境
・
社
会
課
題
に
関

す
る
取
り
組
み
に
は
財
源
と
し
て
の

租
税
が
不
可
欠
で
も
あ
り
、
そ
れ
故

に
「
Ｔ
ａ
ｘ
は
Ｅ
Ｓ
Ｇ
の
重
要
な
要

素
」「（
頭
文
字
に
は
現
れ
て
い
な
い

も
の
の
）
Ｔ
ａ
ｘ
の
Ｔ
は
Ｅ
Ｓ
Ｇ
の

上
に
隠
れ
て
付
さ
れ
て
い
る
」
と
の

指
摘
も
さ
れ
て
い
る
ほ
ど
だ
。

欧
州
で
国
別
納
税
額
の

開
示
が
義
務
化

　

欧
州
連
合（
Ｅ
Ｕ
）で
は
、
多
国
籍

企
業
の
税
務
情
報
の
透
明
性
を
高
め

る
こ
と
を
目
的
と
し
て
、
21
年
12
月

に
「
国
別
報
告
書
の
開
示
に
関
す
る

Ｅ
Ｕ
指
令
」
が
発
効
し
た
。
同
指
令

は
、
同
年
９
月
に
Ｅ
Ｕ
理
事
会
で
採

択
さ
れ
、
11
月
に
欧
州
議
会
に
よ
り

承
認
さ
れ
た
も
の
で
、
Ｅ
Ｕ
加
盟
国

に
よ
る
国
内
法
化
の
手
続
き
（
期
限

は
23
年
６
月
）
を
経
て
実
施
さ
れ
る
。

　

現
在
、
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
の
移
転
価
格
ガ

イ
ド
ラ
イ
ン
に
よ
り
、
連
結
売
上
高

が
７
億
５
０
０
０
万
ユーロ  
を
上
回
る
多

国
籍
企
業
は
、
税
務
当
局
に
対
し
て
、

事
業
活
動
を
行
う
国
別
の
税
務
情
報

を
報
告
す
る
義
務
を
負
っ
て
い
る
。

当
該
報
告
は
、
最
終
親
会
社
が
所
在

す
る
母
国
税
務
当
局
に
対
し
て
行
わ

れ
、
他
国
に
は
税
務
当
局
間
の
情
報

交
換
を
通
じ
て
共
有
さ
れ
て
い
る
。

　

こ
の
Ｅ
Ｕ
指
令
は
、
次
の
よ
う
な

条
件
を
満
た
す
場
合
、
こ
れ
ま
で
税

務
当
局
の
み
に
提
供
さ
れ
て
い
た
国

別
報
告
書（
Ｃ
ｂ
Ｃ
Ｒ
＝country-

by-country reporting

）の
内
容
開

示
を
求
め
、
社
会
一
般
に
よ
る
監
視

を
強
め
よ
う
と
す
る
も
の
で
あ
る
。

⑴
直
近
の
２
事
業
年
度
の
連
結
売
上

高
（
全
世
界
）
が
７
億
５
０
０
０
万

ユーロ  
超

⑵
Ｅ
Ｕ
域
内
に
本
社
ま
た
は
子
会
社

を
保
有

⑶
本
社
が
Ｅ
Ｕ
域
外
に
所
在
す
る
と

き
は
、
Ｅ
Ｕ
域
内
の
子
会
社
が
次
の

三
つ
の
基
準
の
う
ち
二
つ
を
充
足

（a）
貸
借
対
照
表
上
の
総
資
産
が
４
０

０
万
ユーロ  
超

（b）
売
上
高
が
８
０
０
万
ユーロ  
超

（c）
平
均
従
業
員
数
が
50
名
超

　

こ
の
税
務
情
報
の
国
別
報
告
書
の

開
示
義
務
（
パ
ブ
リ
ッ
ク
Ｃ
ｂ
Ｃ

Ｒ
）
は
、
Ｅ
Ｕ
に
本
拠
を
置
く
企
業

だ
け
で
な
く
、
日
本
企
業
の
よ
う
に

子
会
社
等
を
通
じ
て
Ｅ
Ｕ
域
内
で
活

動
す
る
企
業
も
対
象
と
な
る
。
対
象

企
業
は
、
株
式
を
上
場
し
て
い
る
か

を
問
わ
ず
、
法
人
税
の
発
生
・
納
付

額
お
よ
び
事
業
活
動
に
関
す
る
情
報

（
事
業
内
容
、
売
上
高
、
税
引
前
利

益
、
利
益
剰
余
金
、
従
業
員
数
等
）

の
開
示
が
求
め
ら
れ
る
。

　

こ
れ
ら
の
情
報
は
、
Ｅ
Ｕ
加
盟
国

お
よ
び
、
Ｅ
Ｕ
が
指
定
す
る
ブ
ラ
ッ

ク
リ
ス
ト
や
グ
レ
ー
リ
ス
ト
の
掲
載

国
（
タ
ッ
ク
ス
ヘ
イ
ブ
ン
な
ど
）
に

つ
い
て
は
、
対
象
企
業
が
事
業
活
動

を
行
う
国
ご
と
に
開
示
し
、
日
本
を

含
む
Ｅ
Ｕ
以
外
の
国
に
つ
い
て
は
総

計
を
ま
と
め
て
開
示
す
る
こ
と
に
な

る
。
開
示
方
法
と
し
て
は
、
Ｅ
Ｕ
の

共
通
テ
ン
プ
レ
ー
ト
に
従
い
、
機
械

で
読
み
取
り
可
能
な
電
子
フ
ォ
ー
マ

ッ
ト
に
よ
り
、
自
社
の
ウ
ェ
ブ
サ
イ

ト
な
ど
に
無
償
で
閲
覧
で
き
る
よ
う

に
す
る
必
要
が
あ
る
。

　

実
施
時
期
に
つ
い
て
、
対
象
企
業

は
、
24
年
６
月
22
日
以
降
に
開
始
す

る
事
業
年
度
を
初
年
度
と
し
て
、
該

当
事
業
年
度
の
終
了
後
12
カ
月
以
内

に
、
税
務
情
報
の
国
別
報
告
書
を
開

示
す
る
。
実
際
の
開
示
は
25
年
６
月

以
降
と
な
り
、
ま
だ
時
間
は
あ
る
も
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の
の
、
対
象
企
業
は
23
年
度
を
国
別

報
告
書
の
公
開
に
備
え
た
テ
ス
ト
開

始
時
期
と
捉
え
て
取
り
組
み
を
始
め

る
こ
と
が
望
ま
し
く
、
す
で
に
対
応

は
待
っ
た
な
し
の
段
階
と
い
え
る
。

　

さ
ら
に
、
Ｅ
Ｕ
加
盟
国
が
、
国
内

法
化
に
際
し
て
、
開
示
情
報
の
範
囲

や
実
施
時
期
に
関
す
る
裁
量
を
有
す

る
点
に
も
留
意
が
必
要
だ
。
実
際
に

ル
ー
マ
ニ
ア
で
は
、
23
年
１
月
１
日

以
降
に
開
始
す
る
事
業
年
度
か
ら
早

期
適
用
し
て
い
る
。

豪
州
や
米
国
で
も
進
展
す
る 

納
税
の
透
明
性
強
化

　

納
税
の
透
明
性
強
化
は
、
欧
州
に

と
ど
ま
ら
ず
、
国
際
的
な
潮
流
と
な

っ
て
い
る
。
ま
ず
、
欧
州
と
同
様
に

租
税
正
義
の
活
動
の
影
響
力
が
強
い

豪
州
で
は
、
23
年
４
月
に
、
多
国
籍

企
業
に
対
し
て
国
別
報
告
書
等
の
開

示
を
求
め
る
法
案
が
公
表
さ
れ
た
。

同
法
案
は
、
実
施
時
期
が
欧
州
よ
り

も
１
年
早
く
（
23
年
７
月
１
日
以
降

に
開
始
す
る
事
業
年
度
か
ら
適
用
）、

開
示
内
容
も
欧
州
の
パ
ブ
リ
ッ
ク
Ｃ

ｂ
Ｃ
Ｒ
よ
り
は
る
か
に
詳
細
な
も
の

と
な
っ
て
い
る
（
注
）。

　

一
方
、
米
国
の
財
務
会
計
基
準
審

議
会
（
Ｆ
Ａ
Ｓ
Ｂ
）
は
23
年
３
月
に
、

既
存
の
開
示
で
は
複
数
の
国
で
事
業

を
行
う
企
業
の
税
務
に
関
す
る
リ
ス

ク
と
機
会
を
評
価
す
る
た
め
の
十
分

な
情
報
が
得
ら
れ
な
い
と
い
う
投
資

家
の
懸
念
を
受
け
て
、
法
人
税
の
開

示
を
強
化
す
る
た
め
の
基
準
改
正
案

を
公
表
し
た
。
こ
の
改
正
が
実
現
す

れ
ば
、
米
国
会
計
基
準
の
適
用
企
業

は
、
事
業
を
行
う
主
要
な
国
ご
と
の

法
人
税
の
納
付
額
や
調
整
項
目
な
ど

の
開
示
が
必
要
と
な
る
。

　

こ
の
ほ
か
、
国
際
会
計
士
倫
理
基

準
審
議
会
（
Ｉ
Ｅ
Ｓ
Ｂ
Ａ
）
も
、
23

年
２
月
に
、
倫
理
規
定
の
改
定
に
関

す
る
公
開
草
案
を
公
表
し
た
。
本
草

案
は
、
租
税
回
避
お
よ
び
税
務
専
門

家
等
の
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
の
役
割
に
対

す
る
社
会
的
関
心
の
高
ま
り
を
踏
ま

え
、
タ
ッ
ク
ス
プ
ラ
ン
ニ
ン
グ
お
よ

び
関
連
業
務
に
関
し
て
、
よ
り
高
い

基
準
を
求
め
る
も
の
と
な
っ
て
い
る
。

税
務
対
応
を
誤
れ
ば 

日
本
企
業
も
批
判
の
矢
面
に

　

欧
州
の
パ
ブ
リ
ッ
ク
Ｃ
ｂ
Ｃ
Ｒ
の

対
象
と
な
る
日
本
企
業
で
は
、
税
理

士
法
人
や
法
律
事
務
所
と
連
携
し
た

税
務
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
の
順
守
が

必
要
と
な
る
。
も
っ
と
も
、
適
法
で

あ
る
こ
と
は
前
提
で
は
あ
る
が
、
そ

れ
だ
け
で
は
十
分
で
な
い
。
そ
の
上

で
、
企
業
全
体
の
レ
ピ
ュ
テ
ー
シ
ョ

ン
・
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
の
観
点
か
ら
、

幅
広
い
ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
に
目
配

り
し
た
説
得
的
な
ス
ト
ー
リ
ー
構
築

や
情
報
発
信
が
重
要
と
な
る
。

　

ま
ず
、
公
表
さ
れ
た
税
務
情
報
は
、

租
税
正
義
を
掲
げ
る
Ｎ
Ｇ
Ｏ
や
メ
デ

ィ
ア
に
綿
密
に
精
査
さ
れ
、
企
業
に

対
す
る
攻
撃
材
料
と
し
て
利
用
さ
れ

る
恐
れ
が
あ
る
。
例
え
ば
、
企
業
の

財
務
情
報
と
パ
ブ
リ
ッ
ク
Ｃ
ｂ
Ｃ
Ｒ

の
デ
ー
タ
を
参
照
す
る
こ
と
で
、
国

別
の
事
業
規
模
と
納
税
額
と
の
間
に

大
き
な
乖
離
が
明
ら
か
に
な
れ
ば
、

納
税
額
が
少
な
い
国
に
お
い
て
批
判

を
招
く
だ
ろ
う
。

　

次
に
、
投
資
家
の
観
点
か
ら
も
、

納
税
の
透
明
性
や
税
務
リ
ス
ク
対
応

は
重
要
性
を
増
し
て
い
る
。
機
関
投

資
家
な
ど
が
署
名
す
る
責
任
投
資
原

則
（
Ｐ
Ｒ
Ｉ
）
は
、
Ｅ
Ｓ
Ｇ
上
の
課

題
の
一
つ
と
し
て
税
務
情
報
に
関
す

る
ガ
イ
ダ
ン
ス
を
公
表
し
て
い
る
。

主
要
な
Ｅ
Ｓ
Ｇ
情
報
開
示
の
枠
組
み

で
あ
る
Ｇ
Ｒ
Ｉ
ス
タ
ン
ダ
ー
ド
も
、

経
済
に
関
す
る
項
目
別
基
準
の
一
つ

と
し
て
税
務
情
報
を
組
み
込
ん
で
い

る
。
Ｅ
Ｓ
Ｇ
評
価
機
関
で
も
、
税
務

情
報
を
評
価
指
標
と
す
る
例
が
増
え

て
い
る
。

　

さ
ら
に
足
元
で
は
、
Ｎ
Ｇ
Ｏ
連
合

か
ら
米
テ
ッ
ク
・
石
油
大
手
に
対
し

て
納
税
の
透
明
性
強
化
を
求
め
る
株

主
提
案
が
あ
り
、
一
部
の
欧
州
機
関

投
資
家
か
ら
は
賛
同
も
得
て
い
る
。

日
本
企
業
に
と
っ
て
も
対
岸
の
火
事

で
は
な
い
。
ま
た
、
納
税
額
と
役
員

報
酬
の
バ
ラ
ン
ス
の
適
切
性
に
つ
い

て
は
、
投
資
家
だ
け
で
な
く
、
経
営

者
と
の
報
酬
格
差
を
問
題
視
す
る
従

業
員
か
ら
も
強
い
関
心
を
集
め
る
可

能
性
が
あ
る
。

　

企
業
の
競
争
に
与
え
る
影
響
も
考

慮
す
る
必
要
が
あ
る
。
例
え
ば
、
欧

州
の
パ
ブ
リ
ッ
ク
Ｃ
ｂ
Ｃ
Ｒ
に
よ
り
、

競
合
他
社
は
、
Ｅ
Ｕ
域
内
に
お
け
る

企
業
の
事
業
展
開
に
関
す
る
具
体
的

な
情
報
を
得
る
こ
と
が
で
き
る
。
特

に
非
上
場
企
業
に
つ
い
て
は
、
こ
れ

ま
で
公
表
し
て
い
な
い
詳
細
な
情
報

の
開
示
を
強
い
ら
れ
る
こ
と
に
な
る

た
め
、
単
な
る
税
務
情
報
の
収
集
ニ

ー
ズ
を
超
え
た
大
き
な
関
心
を
呼
ぶ

可
能
性
も
あ
る
。

日
本
企
業
に
求
め
ら
れ
る 

意
識
変
革
と
体
制
整
備

　

日
本
企
業
は
、
伝
統
的
に
、
税
金

を
管
理
可
能
な
コ
ス
ト
と
い
う
よ
り
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は
、
当
然
支
払
う
べ
き
も
の
と
捉
え

る
意
識
が
強
い
と
い
わ
れ
る
。
ま
た
、

米
デ
ジ
タ
ル
企
業
な
ど
と
異
な
り
、

各
国
に
物
理
的
な
拠
点
を
有
し
て
堅

実
に
事
業
を
展
開
し
て
お
り
、
グ
ロ

ー
バ
ル
に
積
極
的
か
つ
複
雑
な
租
税

回
避
を
行
っ
て
い
る
わ
け
で
は
な
い
。

そ
の
た
め
、
税
務
専
門
家
の
間
で
は

「
多
く
の
日
本
企
業
は
引
き
続
き
、

税
務
を
経
営
か
ら
切
り
離
さ
れ
た
専

門
技
術
的
な
領
域
と
位
置
付
け
、
受

け
身
の
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
対
応
に

終
始
す
る
傾
向
が
強
い
」
と
の
声
が

聞
か
れ
る
。

　

も
っ
と
も
、
欧
州
の
パ
ブ
リ
ッ
ク

Ｃ
ｂ
Ｃ
Ｒ
を
は
じ
め
と
す
る
納
税
の

透
明
性
強
化
を
求
め
る
国
際
的
な
潮

流
は
、
今
後
も
強
ま
っ
て
い
く
と
想

定
し
て
お
く
必
要
が
あ
る
。
対
応
を

一
歩
誤
れ
ば
、
Ｎ
Ｇ
Ｏ
や
メ
デ
ィ
ア

か
ら
追
及
が
強
ま
り
、
顧
客
か
ら
の

不
買
運
動
や
投
資
家
か
ら
の
売
り
浴

び
せ
な
ど
に
も
つ
な
が
る
恐
れ
が
あ

る
。

　

近
時
、
企
業
の
社
会
的
責
任
の
説

明
強
化
と
し
て
、
自
主
的
に
地
域
別

や
国
別
の
納
税
額
を
開
示
す
る
日
本

企
業
が
徐
々
に
増
え
て
い
る
。
さ
ら

に
今
後
は
、
税
引
後
利
益
や
キ
ャ
ッ

シ
ュ
フ
ロ
ー
の
最
大
化
を
通
じ
て
企

業
価
値
を
高
め
る
た
め
、
本
社
主
導

で
国
際
的
な
タ
ッ
ク
ス
マ
ネ
ジ
メ
ン

ト
を
推
進
す
る
日
本
企
業
が
増
加
し

て
い
く
こ
と
も
期
待
さ
れ
る
。

　

社
会
的
な
責
任
と
税
務
コ
ス
ト
の

最
適
化
を
両
立
し
、
そ
れ
を
適
切
に

情
報
発
信
し
て
い
く
こ
と
が
欠
か
せ

な
い
。
そ
の
た
め
に
は
、
コ
ン
プ
ラ

イ
ア
ン
ス
の
領
域
を
超
え
て
、
戦
略

的
に
税
務
に
関
す
る
ポ
リ
シ
ー
策
定

や
ス
ト
ー
リ
ー
構
築
を
行
い
、
能
動

的
に
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
を
行
っ

て
い
く
こ
と
が
重
要
に
な
る
。
さ
ら

に
実
効
性
を
持
た
せ
る
た
め
に
は
、

税
務
を
企
業
評
判
リ
ス
ク
や
Ｅ
Ｓ
Ｇ

戦
略
の
構
成
要
素
と
し
て
、
取
締
役

や
Ｃ
Ｅ
Ｏ
を
は
じ
め
と
す
る
Ｃ
ｘ
Ｏ

が
密
接
に
関
与
す
る
経
営
課
題
に
位

置
付
け
る
必
要
が
あ
る
。

　

現
在
、
企
業
と
市
民
社
会
の
関
わ

り
に
対
す
る
見
方
は
、
国
や
世
代
に

よ
っ
て
大
き
く
異
な
っ
て
い
る
。
不

確
実
か
つ
変
化
の
激
し
い
環
境
下
で
、

自
社
に
批
判
的
な
主
体
も
含
め
て
社

内
外
の
ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
と
の
間

で
信
頼
関
係
を
構
築
す
る
た
め
に
は
、

自
社
の
ス
ト
ー
リ
ー
構
築
、
情
報
発

信
、
働
き
掛
け
を
継
続
的
に
実
施
し
、

機
動
的
に
見
直
し
て
い
く
こ
と
が
必

要
不
可
欠
だ
。
日
本
企
業
が
国
際
競

争
力
を
高
め
て
持
続
的
に
成
長
し
て

い
く
た
め
に
、
税
務
が
果
た
し
得
る

役
割
は
非
常
に
大
き
い
。

（
注
）　

対
象
企
業
の
納
税
に
対
す
る
ア
プ

ロ
ー
チ
、
国
ご
と
の
実
効
税
率
、
有

形
・
無
形
資
産
の
リ
ス
ト
お
よ
び
簿

価
な
ど
、
Ｃ
ｂ
Ｃ
Ｒ
で
求
め
ら
れ
る

事
項
以
上
の
情
報
の
開
示
が
必
要
と

な
る
ほ
か
、
対
象
企
業
が
事
業
を
行

う
す
べ
て
の
国
ご
と
の
開
示
が
求
め

ら
れ
る
。

P
ascal S

aint-A
m
ans

仏
財
務
省
を
経
て
、
12
年
か
ら
10
年

以
上
に
わ
た
り
、
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
の
租
税

政
策
・
税
務
行
政
セ
ン
タ
ー
局
長
を

務
め
、
Ｂ
Ｅ
Ｐ
Ｓ
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
を

主
導
。
22
年
か
ら
現
職
。
税
務
関
係

を
含
む
政
策
・
規
制
に
関
わ
る
重
要

課
題
に
つ
い
て
、
グ
ロ
ー
バ
ル
企
業

に
ア
ド
バ
イ
ス
を
提
供
。
ス
イ
ス
・

ロ
ー
ザ
ン
ヌ
大
教
授
を
兼
任
。

う
い　

ま
さ
と

東
京
大
学
法
学
部
・
ペ
ン
シ
ル
ベ
ニ

ア
大
学
ロ
ー
ス
ク
ー
ル
卒
。
日
本
銀

行
、
財
務
省
（
出
向
）、
ペ
イ
パ
ル

を
経
て
、
21
年
か
ら
現
職
。
ク
ロ
ス

ボ
ー
ダ
ー
案
件
を
中
心
に
、
内
外
企

業
の
戦
略
的
な
ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー

対
応
や
レ
ピ
ュ
テ
ー
シ
ョ
ン
・
マ
ネ

ジ
メ
ン
ト
を
支
援
。
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